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審決 

 

不服２０１８－２０４８ 

 

 （省略） 

 請求人 三菱電機株式会社 

 

 （省略） 

 代理人弁理士 田澤 英昭 

 

 （省略） 

 代理人弁理士 濱田 初音 

 

 （省略） 

 代理人弁理士 中島 成 

 

 （省略） 

 代理人弁理士 坂元 辰哉 

 

 （省略） 

 代理人弁理士 辻岡 将昭 

 

 （省略） 

 代理人弁理士 井上 和真 

 

 

 特願２０１６－１４１１６３「画像符号化データ」拒絶査定不服審判事件

〔平成２９年１月５日出願公開、特開２０１７－５７２３〕について、次のと

おり審決する。 

 

 結論 

 本件審判の請求は、成り立たない。 

 

 理由 

第１ 手続の経緯 

 本願は、２０１４年（平成２６年）６月１１日（優先権主張 平成２５年６

月１２日、平成２５年８月２６日）を国際出願日とする出願である特願２０１

５－５２２５４４号の一部を、平成２８年７月１９日に新たな特許出願とした

ものであって、その手続の経緯は以下のとおりである。 

 

 平成２９年 ８月２１日付け：拒絶理由通知 

    同年１０月２５日  ：意見書の提出、手続補正 

    同年１２月 ７日付け：拒絶査定 
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 平成３０年 ２月１４日  ：拒絶査定不服審判請求 

 令和 １年 ５月２４日付け：拒絶理由通知（当審） 

 令和 １年 ７月２５日  ：意見書の提出、手続補正 

 令和 １年１１月１９日付け：拒絶理由通知（当審） 

 令和 ２年 １月２３日  ：意見書の提出、手続補正 

 

第２ 当審拒絶理由の概要 

 令和１年１１月１９日付けの当審が通知した拒絶理由の概要は次のとおりで

ある。 

 

（発明該当性）この出願の請求項１に記載されたものは、下記の点で特許法第

２９条第１項柱書に規定する要件を満たしていないから、特許を受けることが

できない。 

 

 記： 請求項１の「画像符号化データ」は、「画像符号化データ」が有する

「データ構造」が、「画像復号装置」と協働して情報処理を実現しているもの

とはいえない。 

 よって、請求項１の「画像符号化データ」は、「データ構造」に基づく情報

処理に技術的特徴は認められず、また、「復号する処理に用いられる」という

用途を提示しているのみであるから、「情報の単なる提示」を行うものに該当

する。 

 したがって、請求項１に係る「画像符号化データ」は、「自然法則を利用し

た技術的思想の創作」に該当せず、特許法第２９条第１項柱書でいう「発明」

（「自然法則を利用した技術的思想の創作」）に該当しない。 

 

第３ 本願発明 

 本願の請求項１に係る発明（以下、「本願発明」という。）は、令和２年１

月２３日の手続補正により補正された特許請求の範囲の請求項１に記載された

事項により特定される発明であり、以下のとおりのものである。 

 なお、各構成の符号（Ａ）～（Ｃ４）は、説明のために当審において付与し

たものであり、以下、構成Ａ～構成Ｃ４と称する。また、下線は令和２年１月

２３日の手続補正により補正された箇所を示す。 

 

（本願発明） 

（Ａ）各フレームが第一のフィールドと第二のフィールドの二つのフィールド

を有し、前記各フレームの各フィールドのピクチャごとに符号化された複数の

データから構成されるとともに、当該複数のデータがそれぞれ、前記ピクチャ

を分割した最大ブロック単位の複数の符号化データを含む画像符号化データで

あって、 

 （Ｂ）前記画像符号化データは、 

 （Ｂ１）複数の前記各フレームにおいて任意の位置の特定のフレームの第一

のフィールドである第一のピクチャであって、イントラピクチャかつ非ＩＲＡ



 3 / 8 

 

Ｐ（ｎｏｎ－Ｉｎｔｒａ Ｒａｎｄｏｍ Ａｃｃｅｓｓ Ｐｏｉｎｔ）ピクチャ

である前記第一のピクチャが符号化された第一のデータと、 

 （Ｂ２）前記第一のフィールドより符号化順が後となる前記特定のフレーム

の第二のフィールドであって前記第一のデータの前記第一のピクチャを用いて

インター予測される第二のピクチャが符号化された第二のデータと、 

 （Ｂ３）前記特定のフレームより符号化順が後で表示順が前となるとともに、

前記第一のデータの前記第一のピクチャまたは前記第二のデータの前記第二の

ピクチャを用いてインター予測される第三のピクチャが符号化された第三のデ

ータと、 

を有し、 

 （Ｂ４）前記第一のデータ、前記第二のデータ、及び、前記第三のデータは、

データごとに、符号化されたピクチャに関するヘッダ情報、当該ピクチャを分

割した前記最大ブロック単位の複数の符号化データ、前記最大ブロックを階層

的に分割したブロックの分割状況を示す情報、及び、ブロック単位の符号化モ

ードを含み、 

 （Ｂ５）前記最大ブロック単位の符号化データは、複数の前記ブロックの差

分画像の圧縮データを有し、 

 （Ｂ６）前記第一のデータのピクチャに関するヘッダ情報は、非ＩＲＡＰピ

クチャであること、かつ、前記第一のデータの前記第一のピクチャがビットス

トリームの途中からの復号を開始可能なピクチャであることを示す情報を含み、 

 （Ｂ７）前記第一のデータの前記符号化モードは、イントラ予測モードを示

し、 

 （Ｃ）前記画像符号化データは、 

 前記画像符号化データを復号する画像復号装置により、 

 （Ｃ１）前記ピクチャに関するヘッダ情報を復号し、 

 前記ピクチャに関するヘッダ情報に基づいて、前記第一のピクチャが符号化

された前記第一のデータを特定し、 

 （Ｃ２）前記第一のデータを特定するまでに復号したヘッダ情報を有するデ

ータに含まれる最大ブロック単位の符号化データに対して復号処理を行わず、 

 （Ｃ３）前記第一のデータを特定すると、 

 （Ｃ３１）前記第一のデータを用いて最大ブロック単位の符号化データに対

する復号処理を開始し、圧縮データから差分画像を生成するとともに、前記イ

ントラ予測モードを示す符号化モードに基づき前記第一のピクチャ内のブロッ

クを参照するイントラ予測をすることにより予測画像を生成し、生成した前記

差分画像と前記予測画像とに基づいて前記第一のピクチャを復号し、 

 （Ｃ３２）前記第二のデータを用いて、圧縮データから差分画像を生成する

とともに、前記第一のピクチャ内のブロックを参照するインター予測をするこ

とにより予測画像を生成し、生成した前記差分画像と前記予測画像とに基づい

て前記第二のピクチャを復号し、 

 （Ｃ３３）前記第三のデータを用いて、圧縮データから差分画像を生成する

とともに、前記第一のピクチャ内のブロックまたは前記第二のピクチャ内のブ

ロックを参照するインター予測をすることにより予測画像を生成し、生成した
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前記差分画像と前記予測画像とに基づいて前記第三のピクチャを復号し、 

 （Ｃ４）前記特定のフレームより表示順が前である前記第三のピクチャの出

力後に、前記特定フレームの前記第一のピクチャまたは前記第二のピクチャを

出力する処理、 

 （Ａ）に用いられることを特徴とする画像符号化データ。 

 

第４ 判断 

１．本願発明の「画像符号化データ」の発明特定事項について 

（１）「画像符号化データ」の構成 

 本願発明の「画像符号化データ」は、「各フレームが第一のフィールドと第

二のフィールドの二つのフィールドを有し、前記各フレームの各フィールドの

ピクチャごとに符号化された複数のデータから構成される」ものであり、「当

該複数のデータがそれぞれ、前記ピクチャを分割した最大ブロック単位の複数

の符号化データを含む」（構成Ａ）ものである。 

 

 そして、当該「画像符号化データ」は、構成Ｂに示されるように、「複数の

前記各フレームにおいて任意の位置の特定のフレームの第一のフィールドであ

る第一のピクチャであって、イントラピクチャかつ非ＩＲＡＰピクチャである

第一のピクチャが符号化された第一のデータ」（構成Ｂ１）、「前記第一のフ

ィールドより符号化順が後となる前記特定のフレームの第二のフィールドであ

って前記第一のデータの前記第一のピクチャを用いてインター予測される第二

のピクチャが符号化された第二のデータ」（構成Ｂ２）、「前記特定のフレー

ムより符号化順が後で表示順が前となるとともに、前記第一のデータの前記第

一のピクチャまたは前記第二のデータの前記第二のピクチャを用いてインター

予測される第三のピクチャが符号化された第三のデータ」（構成Ｂ３）を有し

ており、「前記第一のデータ、前記第二のデータ、及び、前記第三のデータ」

は、「データごとに、符号化されたピクチャに関するヘッダ情報、当該ピクチ

ャを分割した前記最大ブロック単位の複数の符号化データ、前記最大ブロック

を階層的に分割したブロックの分割状況を示す情報、及び、ブロック単位の符

号化モード」を含んで（構成Ｂ４）いる。 

 また、「前記最大ブロック単位の符号化データ」は、「複数の前記ブロック

の差分画像の圧縮データ」を有し（構成Ｂ５）、「前記第一のデータのピクチ

ャに関するヘッダ情報」は、「非ＩＲＡＰピクチャであること、かつ、前記第

一のデータの前記第一のピクチャがビットストリームの途中からの復号を開始

可能なピクチャであることを示す情報」を含み（構成Ｂ６）、「前記第一のデ

ータの前記符号化モード」は、「イントラ予測モード」を示す（構成Ｂ７）も

のである。 

 

（２）「画像符号化データ」に基づき実行される情報処理 

 本願発明の「画像符号化データ」は、構成Ｃの「画像復号装置」により復号

処理されるものであって、構成Ｃ１ないし構成Ｃ４の復号処理が実行されるこ

とが記載されている。 
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 構成Ｃ１は、「ヘッダ情報」を復号し、「ヘッダ情報」に基づいて「第一の

データ」を特定する情報処理といえる。 

 構成Ｃ２は、「第一のデータ」を特定するまで「最大ブロック単位の符号化

データ」に対して復号処理を行わない情報処理といえる。 

 構成Ｃ３は、「第一のデータ」を特定すると、「第一のデータ」を用いて 

「最大ブロック単位の符号化データ」に対する復号処理を開始し、「第一のピ

クチャ」を復号し（構成Ｃ３１）、「第二のデータ」を用いて「第二のピクチ

ャ」を復号し（構成Ｃ３２）、「第三のデータ」を用いて「第三のピクチャ」

を復号する（構成Ｃ３３）情報処理といえる。 

 そして、構成Ｃ４は、「第三のピクチャ」の出力後に、「第一のピクチャ」

または「第二のピクチャ」を出力する情報処理といえる。 

 

２．発明該当性についての判断 

（１）「画像符号化データ」の「データ構造」について 

ア．ＭＰＥＧ等の国際標準映像符号化方式により生成される「符号化データ」

は、一般的に、パケット化されたビデオストリーム、オーディオストリーム、

制御情報などを多重化し、特定のフォーマット（データ構造）にパッケージ化

したビットストリームである。 

 そして、ビデオストリームのビデオ符号化データは、階層構造を有し、その

階層構造は、上位層からシーケンス、ピクチャ、スライス、最大ブロック、符

号化ブロックなどの各階層からなり、各階層の符号化の処理パラメータ及び当

該ビデオ符号化データに関する情報を記述した各階層の符号化関連情報（ヘッ

ダ又はパラメータセット）と、符号化ブロックにおける階層のビデオ符号化デ

ータから構成されるものである。 

 

イ．構成Ａの「画像符号化データ」について検討する。 

 構成Ａは、「画像符号化データ」が「各フレームの各フィールドのピクチャ

ごとに符号化された複数のデータ」から構成されること、当該「各フレーム」

が「第一のフィールド」と「第二のフィールド」の二つのフィールドを有する

こと、当該「複数のデータ」は「それぞれ、ピクチャを分割した最大ブロック

単位の複数の符号化データ」を含むことを記載している。 

 

 よって、構成Ａの「画像符号化データ」が「複数のデータ」から構成される

ことは、構成Ａの「画像符号化データ」が、ピクチャの階層の「複数のデータ」

から構成されていることを特定しているといえる。 

 また構成Ａの「複数のデータ」が「複数の符号化データ」を含むことは、構

成Ａの「複数のデータ」が、最大ブロックの階層の「最大ブロック単位の複数

の符号化データ」から構成されていることを特定しているといえる。 

 

ウ．構成Ｂ１ないし構成Ｂ３の「画像符号化データ」について検討する。 

 構成Ｂ１ないし構成Ｂ３は、「画像符号化データ」が、それぞれ所定の属性

を有するピクチャごとの「第一のデータ」ないし「第三のデータ」を有してい
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ることを記載しているのみであるから、「画像符号化データ」の階層構造を特

定しているとはいえない。 

 

エ．構成Ｂ４ないし構成Ｂ５の「画像符号化データ」について検討する。 

 構成Ｂ４は、「第一のデータ」ないし「第三のデータ」が、データごとに、

「ヘッダ情報」、「最大ブロック単位の複数の符号化データ」、「最大ブロッ

クを階層的に分割したブロック分割状況を示す情報」及び「ブロック単位の符

号化モード」を含むことを特定している。 

 構成Ｂ５は、構成Ｂ４の「最大ブロック単位の符号化データ」が、最大ブロ

ックを階層的に分割した「ブロックの差分画像の圧縮データ」を含むことを特

定している。 

 

 よって、構成Ｂ４ないし構成Ｂ５の「画像符号化データ」は、ピクチャの階

層の「第一のデータ」、「第二のデータ」及び「第三のデータ」から構成され

ること、当該「第一のデータ」、「第二のデータ」及び「第三のデータ」が、

最大ブロックの階層の「最大ブロック単位の複数の符号化データ」を含むこと、

さらに、当該「最大ブロック単位の符号化データ」が、符号化ブロックの階層

の「ブロックの差分画像の圧縮データ」を含むことを特定している。 

 

オ．構成Ｂ６ないし構成Ｂ７の「画像符号化データ」について検討する。 

 構成Ｂ６は、構成Ｂ４の「第一のデータ」が含む「ヘッダ情報」が含む情報

を特定し、構成Ｂ７は、構成Ｂ４の「第一のデータ」が含む「ブロック単位の

符号化モード」の内容を示しているのみであり、それぞれは、「画像符号化デ

ータ」のデータ構造を特定するものではない。 

 

カ．上記ア、イ、エによると、本願発明の「画像符号化データ」は、シーケン

ス、ピクチャ、最大ブロック及び符号化ブロックの各階層からなるデータによ

り構成されているといえるから、データ要素間の論理的関係が階層構造を有す

るデータであって、「データ構造」を有するデータといえる。 

 

（２）「データ構造に基づく情報処理を具体的に行うもの」について 

 本願発明の「画像符号化データ」は、上記１（２）のとおりである。 

 構成Ｃ２及び構成Ｃ３の情報処理は、ピクチャに関する「ヘッダ情報」に基

づいて「最大ブロック単位の符号化データ」を含む「第一のデータ」、「第二

のデータ」及び「第三のデータ」の情報処理を行わないか開始するかを決定し、

「第一のデータ」、「第二のデータ」及び「第三のデータ」の復号処理（情報

処理）を特定しているに過ぎないといえる。 

 

 したがって、本願発明の「画像符号化データ」は、ピクチャの階層の「複数

のデータ」、「ヘッダ情報」、最大ブロックの階層の「最大ブロック単位の複

数の符号化データ」、符号化ブロックの階層の「ブロックの差分画像の圧縮デ

ータ」のデータ要素間の論理的関係が階層構造を有するデータの「データ構造」
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に基づいた情報処理が、「画像復号装置」と協働して具体的に実現していると

はいえない。 

 

 よって、本願発明の「画像符号化データ」は、階層構造を有するデータの 

「データ構造」に基づく情報処理が具体的に実現されているとはいえず、復号

処理で復号されることを提示しているのみであるから、「情報の単なる提示」

を行うものに該当するといえる。 

 

３．意見書の主張について 

 請求人は、令和２年１月２３日の意見書の 2.2.（２）ウにおいて、 

「 すなわち、本願発明の「画像符号化データ」は、ピクチャの階層のデータ

である「ピクチャに関するヘッダ情報」に基づいて、ピクチャの階層のデータ

である「ピクチャに関するヘッダ情報」を復号した段階で、処理対象のデータ

がビットストリームの途中からの復号を開始可能なピクチャではないと認識す

ることができ、ビットストリームの途中からの復号を開始可能なピクチャでは

ない当該データに含まれるブロックの階層のデータに対して復号処理すること

なく、かつ、ピクチャの階層のデータである「ピクチャに関するヘッダ情報」

を復号した段階で、処理対象のデータがビットストリームの途中からの復号を

開始可能なピクチャであると認識することができ、復号可能な第一のピクチャ

が符号化された第一のデータにおけるブロックの階層のデータに対する復号処

理を開始し、当該復号処理の際に、ブロックの階層のデータに相当する「イン

トラ予測モードを示す符号化モード」に基づいてイントラ予測処理を行って復

号画像を生成する処理を実現することができるものです。」 

「 このように、本願発明は、「データ構造」を有するデータである「画像符

号化データ」に配置された符号化データ及び符号化関連情報が、「画像復号装

置」に入力され「画像復号装置」と協働することにより、「画像復号装置」に

おいて復号画像を生成する復号処理として上記したような特別な情報処理が実

現されるものです。 

 したがいまして、本願発明は、「画像符号化データ」の階層構造及び各階層

に配置された符号化データ及び符号化関連情報に基づいて、「データ構造」に

基づく情報処理を具体的に行うものであります。」 

と主張している。 

 

 しかしながら、上記２．（２）において判断したとおりであるから、請求人

の意見書による上記主張は、採用することができない。 

 

４．まとめ 

 以上のとおりであるから、本願請求項１の「画像符号化データ」は、「情報

の単なる提示」を行うものであるから、「自然法則を利用した技術的思想の創

作」に該当せず、特許法第２９条第１項柱書でいう「発明」（「自然法則を利

用した技術的思想の創作」）に該当しない。 
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第５ むすび 

 以上のとおり、本願発明は、特許法第２９条第１項柱書に規定する要件を満

たしていないから、特許を受けることができない。 

 

 よって、結論のとおり審決する。 

 

 

  令和２年３月２日 

 

 

審判長 特許庁審判官 鳥居 稔 

特許庁審判官 清水 正一 

特許庁審判官 川崎 優 

 

 

（行政事件訴訟法第４６条に基づく教示）  

 この審決に対する訴えは、この審決の謄本の送達があった日から３０日（附

加期間がある場合は、その日数を附加します。）以内に、特許庁長官を被告と

して、提起することができます。 

 

 

〔審決分類〕Ｐ１８．１－ＷＺ（Ｈ０４Ｎ） 

５３７ 

 

 

 審判長 特許庁審判官 鳥居 稔 8841 

 特許庁審判官 川崎 優 8944 

 特許庁審判官 清水 正一 8942 

 


